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監査のテーマ：補助金の執行事務 

第４． 監査の結果 

１． 交付要綱に関する事項 

監査の結果（指摘事項） 講じた措置 

（１）補助金以外の事業費で支出すべきもの（報告

書P10） 

ア 在宅当番医制事業協力費補助金 

千葉市医師会と契約を締結し、これに基づき補助

金として支払っている。この結果、交付要綱はない。 

したがって、請負契約となり、補助金ではなく委

託料とすべきものである。 

 

 

 

平成14年度予算から、委託料とした。 

（２）交付要綱を定めるべきもの（報告書P10） 

ア 社会福祉施設整備補助金 

施設入所を希望する待機者がいるので他市の施設

に受入を依頼している。このため、入居者の数等を

基準に、補助金を他市の団体に交付している。他市

の施設への補助金はあるので、交付要綱が定められ

ないとして、一件毎に査定されている。 

今後も発生すると考えられる補助金であるので、

各市との間で協定書等の形で妥当な支出基準を設定

し、交付要綱を定めるべきである。 

 

 

平成14年度以降の新規施設への補助は行わ

ず、同年度をもって補助制度を廃止することと

した。 

 

平成１２年度包括外部監査結果報告書における指摘事項への措置状況について 
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２． 交付申請書に関する事項 

監査の結果（指摘事項） 講じた措置 

（１）交付申請書を適時に提出することを要請すべ

きもの（報告書P10）  

ア 水田営農活性化対策事業補助金（生産調整対

策） 

千葉市農業協同組合が、添削実施面積を把握し補

助金申請を行い各生産者に補助金を配分することと

なっている。交付申請が年度末日となっており、交

付申請書と実績報告書は同額であり、申請・交付の

手続が形骸化している。 

交付申請書を適時に提出することを要請すべきで

ある。 

 

 

平成13年度補助分から、交付申請書の提出時

期を6月末日までに改めた。 

（２）申請目的が曖昧であるので再検討すべきもの

（報告書P11） 

ア 千葉たばこ商業協同組合千葉支部運営事業補

助金 

組合の行う、「未成年者の喫煙防止と、駅前等の美

化運動」に対して補助することが、この補助金の交

付目的となっている。同組合の事業の一部に公益活

動と推定されるものもあるが、この活動と補助金と

の関係が曖昧である。 

補助金交付の趣旨である「交易に資する点」から

再検討をすべきである。 

 

 

 

 

平成 13 年度補助分から、補助要綱を改正し、

事業補助金として、目的・補助事業・補助対象

経費・算定基準を明らかにした。 
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３． 金額の算定に関連する事項 

監査の結果（指摘事項） 講じた措置 

（１）補助金の算定基礎を適正に行うべきもの（報

告書P11） 

① 野菜価格安定対策事業補助金 

補償対象品目は、データ分析による客観性のある

品目ごとの定量的基準の制定を検討されたい。 

保証基準額は、実績数値を各年度ごとに生産者へ

再アンケートを実施する等により算定し、保証基準

額の妥当性を比較検討することが必要である。 

保証基準額の基礎となる資料は、必要期間整理保

存しておくべきである。 

 

 

 

対象品目の決定については、平成14年度に、

対象品目を選定するための客観性のある定量的

基準である「栽培面積による選定基準」の見直

しを行った。 

 保証基準額の設定については、平成13年度か

ら、各年度ごとに積算の基礎となる消耗品や原

材料等の単価の価格変動について調査及び比較

検討を行い、保証基準額の妥当性を確認した。 

保証基準額の算定根拠となる資料について

は、千葉市野菜価格安定対策事業が 3 年ごとに

事業全体の見直しを行っており、次回見直し時

の参考資料とする必要があることから、保存期

間を 3年間とした。 

（２）補助金の対象を限定し、算定基準を設定すべ

きもの（報告書P14） 

① 小規模事業指導事業補助金 

補助金の使途が経費補助となっており、その算定

基準が曖昧であり、実績報告書も簡略であり、使途

の検査も効果の判定もできない。 

公益活動を行う「公益法人としての商工会議所」

の自立に向けて支援すべき補助金の対象範囲を限

定した上で、その比率等の算定基準を設定し、これ

に対応した実績報告書を作成させて、検査を可能に

すべきである。 

 

 

 

平成 13 年度補助分から、補助基準を明確にす

るため補助要綱を改正するとともに、補助事業

の成果を明らかにした実績報告書の提出を受

け、成果を確認した。 

② 千葉商工会議所運営補助金 

補助金は定額で人件費と事業費を補助対象にし

ているので、具体的な算定基準が明確でなく検査も

できない。 

公益活動を行う「公益法人としての商工会議所」

の自立に向けて支援すべき補助金の対象範囲を限

定した上で、その比率等の算定基準を設定し、これ

に対応した実績報告書を作成させて、検査を可能に

すべきである。 

 

補助金のあり方について見直しを行い、既存

の千葉市経済振興等団体運営補助金交付要綱に

基づく補助金交付をやめ、新たに補助対象経費

及び算定基準を明確にした千葉市経済振興事業

等補助金交付要綱による事業費補助に切り替え

るとともに、平成 13 年度補助分から、補助事業

の成果を明らかにした実績報告書の提出を受

け、成果を確認した。 
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４． 実績報告書に関連する事項 

監査の結果（指摘事項） 講じた措置 

（１）実績報告書について適正に報告させ内容を再

検討すべきもの（報告書P14）  

① 老人福祉施設等運営援護事業補助金（老人福

祉施設職員研修事業） 

実績報告書に計上されている経費について領収

書等の根拠資料がなく、支出を確認できなかった。

また、研修参加人数は、県内の全員について記載さ

れているが、補助対象である千葉市老人福祉施設協

議会からの参加人数が記載されていない。 

実績報告書における適切な報告もなく、報告内容

の検査が不十分であるので、検査方法を再検討され

たい。 

 

 

 

 

平成13年度補助分から、実績報告書等に研修

の詳細な資料を添付させ、研修内容を確認する

とともに、研修参加者名簿等の確認を行うなど、

検査方法を充実させた。 

（２）実績報告書の基礎となる明細がないので作成

を指導すべきもの（報告書P15） 

① 転作推進員設置事業補助金 

転作推進員個人の経費 2分の 1までを上限として

交付しているが、おのおの経費精算報告書は作成さ

れていないため、補助金の支出の内容を検査できな

い。この補助金は経費補助であり、経費明細書があ

るべきである。 

補助金内容に照応した実績報告書の基礎となる

明細がないので、作成を指導されたい。 

 

 

 

千葉市生産調整推進対策事業奨励補助金の交

付要領を改正し、補助対象経費を明確にすると

ともに、補助事業の成果を明らかにした実績報

告書の提出を受け、成果を確認した。 

（３）実績報告が信憑性に欠けるので適正を図るべ

きもの 

① 海洋尐年団単位団体訓練補助金（報告書 P15） 

補助金交付申請書の予算額と実績報告書の収支

決算書の金額が同じである。 

実績報告書の内容チェックを十分に行い、適切な

実績報告書の提出をさせるように指導すべきであ

る。 

 

 

 

平成 13 年度補助分から、補助事業の成果を明

らかにした実績報告書の提出を受け、成果を確

認した。 
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監査の結果（指摘事項） 講じた措置 

② 海洋尐年団全国大会参加補助金（報告書P15） 

 実績報告書の内容である収支決算書の数値は予

算と全くの同一であり、かつ各費目の千円未満の金

額が「000」となっており、また、大会参加費とし

て2泊分の宿泊費と1泊分の宿泊費とが同じ単価で

計上されている。 

 実績報告書の内容チェックを十分に行い、適切な

実績報告書の提出をさせるように指導すべきであ

る。 

 

平成 13 年度補助分から、補助事業の成果を明

らかにした実績報告書の提出を受け、成果を確

認した。 

③ 社会センター子ども会交歓大会補助金（現千

葉市子ども交歓大会補助金）（報告書P15） 

実績報告書の収支内容について、収入と支出を等

しくさせた結果、本来減尐するはずのない支出項目

の減尐がみられ、また、寄付金収入が全く記載され

ていない。 

補助金の有効性を判断するために、イベントの収

支の実態を正確に反映した実績報告書の作成を指

導されたい。 

 

 

平成 13 年度補助分から、補助事業の成果を明

らかにした実績報告書の提出を受け、成果を確

認した。 

（４）同一の団体に対し多岐に渉る補助金につき適

切な実績報告書を作成すべきもの（報告書

P17） 

ア 公衆浴場組合補助金 

イ 公衆浴場老人無料入浴事業補助金 

ウ 公衆浴場活性化事業補助金 

エ 公衆浴場環境整備事業補助金 

オ 公衆浴場経営基盤安定化補助金 

カ 公衆浴場設備改善事業補助金 

キ 公衆浴場設備改善資金利子補給金 

提出された実績報告書は、事業報告内容も簡略

で、千葉市公衆浴場組合全体の活動状況を読み取る

ことは困難である。 

したがって、補助金の申請及び実績報告における

書類の作成について指導するとともに、組合の運営

経費補助については、組合全体の収入と支出を漏れ

なく記載した収支決算書に基づき実績報告書を作

成するよう指導されたい。  

ア 公衆浴場組合補助金 

イ 公衆浴場老人無料入浴事業補助金 

ウ 公衆浴場活性化事業補助金 

エ 公衆浴場環境整備事業補助金 

平成 12 年度補助分から、実績報告書は、内容

を詳細に記入するとともに、組合全体の収支決

算書を添付させている。 

公衆浴場活性化事業補助金及び公衆浴場環境

整備事業補助金は、平成 12 年度に、公衆浴場組

合補助金に統合を行った。 

 

オ 公衆浴場経営基盤安定化補助金 

カ 公衆浴場設備改善事業補助金 

キ 公衆浴場設備改善資金利子補給金 

平成 12 年度補助分から、補助事業者（個別の

浴場）より、補助事業の成果を明らかにした実

績報告書の提出を受け、成果を確認した。 
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監査の結果（指摘事項） 講じた措置 

（５）補助金の精算手続がなされていないもの（報

告書P17） 

ア 健歯児童生徒表彰事業補助金 

100 千円が事前交付されているが、収支決算書の

補助対象経費に補助率を乗じた額は 79、600 円であ

り、事前交付額の方が多い結果となっている。この

場合、精算のうえ差額を返納しなければならない

が、未精算となっている。 

検査が不十分であり、千葉市補助金等交付規則及

び健歯児童生徒表彰事業補助金交付要綱を遵守し、

適切な処理をされたい。 

 

 

 

平成 13 年度に精算した。今後は補助金等交付

規則・健歯児童生徒表彰事業補助金交付要綱に

基づき、適切な処理を行う。 
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５． 使途の内容ならびに検査に関連する事業 

監査の結果（指摘事項） 講じた措置 

（１）補助金の使途について適正にすべきもの 

①水稲共同防除事業補助金（報告書P18） 

費用計上や農薬の受け払いについて適切でない

事項がみられた。 

実績報告書の内容を吟味し、補助金の使途につい

て適切な指導と十分な検査を行われたい。 

 

 

平成12年度補助分から、申請時に使途について

内容を聴取したほか、補助事業の成果が明らかに

なる実績報告書の提出を受け、成果を確認した。 

また、平成13年度補助分から、水稲共同防除事

業実施要領を定め、補助対象経費を明確にした。 

② 青尐年育成委員会活動事業補助金（報告書

P18） 

事前に明確な計画や支出基準がないので、交付さ

れた補助金を使い切るために、他の団体により企画

された事業に便乗しているものがある。 

補助金の算定基準について再吟味し、使途につい

て適切な指導と十分な検査を行われたい。 

 

 

平成13年度に、市内全ての育成委員会事務局を

訪問し、事業内容を確認するとともに、適切に補

助金を執行するよう指導・助言した。 

 また、平成13年度補助分から、補助事業の成果

を明らかにした実績報告書の提出を受け、成果を

確認した。 

さらに、補助金交付要綱を改正し、算定基準を

明確にした。 

③ 社会体育振興会連絡協議会活動補助金（報告

書 P18） 

研修視察の目的とその行程との間で整合性がと

れないと考える。また、収支決算書では予算と決算

がほぼ同額で、かつ、繰越金は残高なしとされてい

る。さらに予算額と決算額が同額の項目が大部分を

占めており、信憑性が薄い。 

補助金の使用並びに報告書の検査について再検

討するとともに、補助金の必要性、算定基準、補助

対象経費の峻別等について検討されたい。 

 

 

平成13年度補助分から、補助内容を精査し、補

助対象経費についてより一層の明確化を図り、補

助事業の成果を明らかにした実績報告書の提出

を受け、成果を確認した。 
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監査の結果（指摘事項） 講じた措置 

（２）補助金の目的、金額の算定、報告書があいま

いで効果が判定できないもの（報告書P20）  

① 公衆衛生（予防接種）事業協力費補助金 

② 千葉市学校保健協力費補助金 

③ 老人保健事業協力費補助金 

④ 母子保健事業協力費補助金 

⑤ 千葉市医師会学術講習会補助金 

⑥ 千葉市歯科医師会学術研修事業補助金 

⑦ 母子歯科保健事業協力費補助金 

⑧ 千葉市歯科医師会学術講習会補助金 

交付申請書は内容が簡略で、期限も遅延しており

手続が遵守されていない。また、実績報告書の内容

も申請書とほぼ同一の内容でかつ簡略であり、講習

内容や補助金の具体的使途も不明である。この結

果、支出内容と補助金の関連が判定できず、補助金

額の算定根拠も明確ではない。 

補助金の目的、金額の算定、交付申請書、実績報

告書のいずれにおいても曖昧であり、その効果が判

定できないので、検討が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成13年度補助分から、補助効果を明らかにす

るため、事業計画書及び実施報告書に講習会等の

内容、参加人員等を記載した書類を添付資料とし

て提出させ、内容確認を行った。 

また、補助金交付要綱の制定・改正を行い、補

助の目的、対象経費等をより明確にした。 

（３）下部組織への補助金の支出内容を検査すべき

もの（報告書P20） 

ア 千葉市母子福祉推進員活動事業補助金 

千葉市母子福祉協議会は、その下に6つの各区母

子福祉推進委員協議会を有し、さらに、この下に68

の各地区母子福祉推進委員協議会を有している。し

かし、当該下部組織の事業報告書を入手しておら

ず、本来の事業の補助効果は判定しえない状況とな

っている。 

したがって、下部組織の事業活動の明細を含む実

績報告書を提出させるか、または他の組織に直接交

付することにより、支出内容を検査できるようにさ

れたい。 

 

 

 

平成12年度補助分から、実績報告書で最終的な

使途状況の把握を行うこととした。 
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監査の結果（指摘事項） 講じた措置 

（４）事後の調査及び効果の評価を実施すべきもの

（報告書P21） 

ア 県営鹿島川沿岸土地基盤整備事業補助金 

計画された作物生産効果等についての事後の調

査は、県の統計資料による形式的なものにとどまっ

ている。県営事業といえども、千葉市は平成30年ま

で補助金として支出を継続していかなければなら

ない。 

したがって、事後の調査による補助金の支出効果

を独自に調査することも含めて何らかの手続によ

り算定し、当該事業の評価を実施すべきである。 

 

 

 

補助事業の効果測定は、県・市町村・農協等に

より組織する「農林業振興協議会」で調査を行い、

客観的な数値に基づく事業評価を実施している。 

（５）零細補助金について見直すべきもの（報告書

P21） 

ア 千葉市傷痍軍人会補助金 

イ 千葉市傷痍軍人妻の会補助金 

補助目的が運営経費全般の補助であるので、算定

根拠が不明であり、長年見直しがなされていないも

のである。補助金の性格が僅尐な運営補助金である

ため、多くの一般経費のなかで使途が埋没してしま

い、適当な経費への使途か否かについて監督指導し

えない。 

このように、長期にわたって交付されてきている

補助金については、その団体の創生期の場合は必要

かつ妥当なものであったとしても、補助金に依存せ

ず自立をうながすためには、終期の設定を検討され

るべきであると考える。 

 

 

 

 

平成14年度補助分から、事業補助金として目

的・補助事業・補助対象経費・算定基準を明確に

するために、交付要綱を改正した。 

（６）補助金の名称からその補助目的の内容がわか

らないもの（報告書P22） 

ア 千葉市立小学校健康増進事業補助金 

イ 青尐年婦人団体活動育成事業補助金 

これら補助金は、名称からは容易に交付目的（使

途）がわからないので、適切な名称に変更する必要

がある。 

補助金の名称が抽象的なため、その補助目的がわ

からないものについては、当初の補助目的から離

れ、使途が拡大されるおそれがあるため、補助金の

名称を適切なものに変更するように検討されたい。 

 

 

 

 

平成12年度に、千葉市立小学校健康増進事業補

助金は、「小学校健康増進（臨海・林間学校）事

業補助金」に、青尐年婦人団体活動育成事業補助

金は、「青尐年ブロック活動育成事業補助金」に、

名称変更した。 

 

※ 「青尐年ブロック活動育成事業補助金」は、

平成23年度から「青尐年相談員補助金」に統合

した。 
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監査のテーマ：教育財産の管理 

第４． 監査の結果 

１． 学校財産の管理 

監査の結果（指摘事項） 講じた措置 

備品管理について 

（１）現物確認を制度化すべきもの（報告書P11） 

現在備品の実地棚卸は制度化されておらず、任意

で行われているにすぎない。 

一定の金額基準や種類別基準を定め、定期的棚卸

制度を導入し、備品台帳と現品を照合し、現品管理

を適切に行われたい。この場合、貸出し品について

は、借受校から確認書を取る等の方法で現品チェッ

クを徹底されたい。 

 

 

平成13年度に作成した「備品管理マニュアル

書」に基づき、平成14年度に説明会を開催し、備

品（貸出し品を含む。）の現物確認の実施や制度

化について各学校担当者に周知するとともに、現

物確認を実施した。 

（２）除去手続を適切に行うべきもの（報告書P11） 

耐用年数が到来した備品は、学校からの除却申請

書により備品台帳から削除される。この結果、現物

があるにもかかわらず備品台帳に記載されていな

いこととなる。 

使用あるいは保管している備品は必ず備品台帳

に記載するとともに、不要又は利用しないと判断さ

れる備品は適切な除却手続をもって廃棄処理し、管

理帳簿と現物を一致させるべきである。なお、この

手続を実地棚卸手続と連動させて毎年度実施され

たい。 

 

平成13年度に作成した「備品管理マニュアル

書」に基づき、平成14年度に説明会を開催し、不

要物品の処理手続について各学校担当者に周知

するとともに、現物確認を実施し、不要物品を廃

棄し処理の適正化を図った。 

（３）備品出納カードによる管理を適切に行うべき

もの（報告書P11） 

養護学校においては、「備品出納カード」により

現品を管理しているが、備品購入後のカード作成手

続が遅延しているもの及びカード未作成のものが

あった。 

備品出納カードは現物を管理する重要な帳簿で

あり、記帳処理は取得及び除却にあわせてすみやか

に実施されたい。 

 

 

指摘された備品については備品出納カードを

作成し、改善した。 
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監査の結果（指摘事項） 講じた措置 

（４）リース資産の現品管理を適切に行うべきもの

（報告書P12） 

リースによって借り受けている備品については

管理台帳がなく定期的な現品確認も実施されてい

ない。管理番号を付し、リース資産の管理台帳を作

成し、適切に管理されるべきであり、また、定期的

に現品確認を実施することを制度化されたい。 

 

 

平成13年度に作成した「備品管理マニュアル

書」に基づき、平成14年度に説明会を開催し、賃

借物品の取扱いについて現品確認の実施や制度

化を各学校担当者に周知するとともに、賃借備品

の管理台帳を作成し、現品確認を実施した。 

（５）養護学校における備品管理につき事務の合理

化を行うべきもの（報告書P12） 

小・中学校においてはコンピュータ処理された備

品台帳があるが、養護学校はシステム化されていな

いのでこうしたものがない。 

小・中学校同様システム対応により事務作業の合

理化を図られたい。 

 

 

備品管理をコンピュータにより行い、事務作業

の合理化を図った。 

 

２． 学校の運営経費 

監査の結果（指摘事項） 講じた措置 

一般廃棄物収集運搬処理業務委託について（報告書

P12） 

学校における一般廃棄物の収集運搬処理業務の

平成 11 年度下期の契約は、14.8 円／㎏で、この契

約金額には清掃工場への持ち込みの際にかかる費

用 14.7 円／㎏が含まれるため、業者の実質的契約

単価は 0.1 円ということになる。数量の計算につい

ては、袋単位の換算重量による契約となっている。 

この委託単価は、明らかに異常な契約であり、こ

のような状況下で業者の収益源として考えられる

のは、契約上はごみの重量を袋単位で定めているの

に対し、清掃工場では実測値で費用を徴収されるた

め、換算数量が実測数量より多い場合は業者の利益

となるのである。 

ごみ収集時に重量を実測し、適正な委託単価で支

払うように変更されたい。 

 

 

 

平成12年度から、ごみ重量を実測し、その数値

に基づき支払をする委託契約に変更した。 
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３． 学校給食センターの運営経費 

監査の結果（指摘事項） 講じた措置 

給食配送業務委託について（報告書P13） 

各学校給食センターから各中学校への給食の配

送は、民間の2業者に継続して委託している。平成3

年度から平成10年度まで、年間平均約3.3％の値上

げを継続して行っているが、平成11年度までは見積

書も内容が1行しかない非常に簡素なものであっ

た。また、平成12年度の見積の明細資料書は、2業

者間で積算方法がまったく異なるため、比較検討は

困難であった。よって、契約価格の検討が不十分で

ある。 

特命随意契約といえども、見積書の様式や記載内

容の統一を図り、車両費の負担内容や人件費その他

経費の内容について十分に検討されたい。 

 

平成13年度から、見積書の様式を統一し、契約

価格の検討を行えるようにした。 

 


